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ないことにあったが、その後の判例（最決昭和 29 年 7 月 5 日・刑集 8 巻 7 号 1035
頁など）では、贈賄者においても不法の利益を保持させない趣旨であるとされ、概
ね支持されている。団藤重光責任編集『注釈刑法⑷各則⑵』（1965 年）431 頁〔内
藤謙〕、大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法第 10 巻〔第 2 版〕』（2006 年）196 頁



























物取引犯罪法（Drug Trafficking Offence Act 1986）と、薬物犯罪以外の犯罪収
3）　2017 年犯罪財政法に関する邦語文献として、塚田洋「【イギリス】犯罪財政法の
成立」外国の立法 274-2 号（2018 年）8 頁。
4）　それ以前のイギリスの没収に関して、澁谷洋平「イギリスにおけるマネー・ロン
ダリング罪について⑴―2002 年犯罪収益法制定以後の動向を中心として―」熊
本法学 140 号（2017 年）70 頁以下。
「出所不明財産」に対する法的対応132
益に対する没収制度を定めた 1988 年刑事司法法（Criminal Justice Act 1988）
を軸に、この 2 つの法体系に基づいた運用がなされてきた5）。
　その後、この両者を統合し、抜本的な犯罪収益対策を強化すべく、2002 年

















5）　A. V. M. Leong, Assets Recovery under the Proceed of Crime Act 2002: the UK ex-
perience, in S. N. M. YOUNG （ED.）, CIVIL FORFEITURE OF CRIMINAL PROPERTY 187-200
（2009）. 邦語文献として、奥野省吾「英国における犯罪収益対策の最近の動向－
2002 年犯罪収益法を中心に」警論 58 巻 5 号（2005 年）100 頁。
6）　CABINET OFFICE A PERFORMANCE AND INNOVATION UNIT REPORT, RECOVERING THE PROCEEDS OF 
CRIME, 3-4 （2000）. この点に関する詳細な邦語文献として、澁谷・前掲注（4）論文
71 頁以下。
7）　その要件については、同法 75 条に規定されている。その概要について、奥野・前







責任の転換については、欧州人権規約の推定無罪の保障（6 条 2 項）や公正な
裁判権の保障（同条 1 項）に違反しないかが問題となりうる。これについて、
欧州人権裁判所は、フィリップス対連合王国・ケース（2001 年）9）において、
2002 年犯罪収益法の元となった当時の 1994 年薬物取引法（Drug Trafficking 
Act 1994）に関してではあるが、すでに被告人は刑事事件で適正に有罪とされ












8）　EXPLANATORY NOTES TO THE PROCEEDS OF CRIME 2002, para. 135 （2002）.




























とその概要」警察学論集 54 巻 12 号（2001 年）68 頁以下参照。
13）　同法のマネーロンダリング罪に関する邦語文献として、澁谷洋平「イギリスにお
けるマネー・ローンダリング罪について（2・完）」熊本法学 144 号（2018 年）96
頁以下。
14）　D. ORMEROD AND K. LAIRD, SMITH & HOGAN’S CRIMINAL LAW, 1134 （14th ed. 2015）.
15）　R. v. Anwoir and Others,［2008］EWCA Crim 1354.








不存在の立証負担を被告人に課す 1971 年薬物不正使用法（Misuse of Drug Act 















18）　R. v. Lambert, [2001] UKHL 37.
19）　奥野・前掲注（5）論文 129 頁。
20）　Leong, supra note（5）, at 207-211. 民事的回復制度についての邦語文献として、

























について同論文 105 頁以下および 111 頁以下参照。
22）　詳細については、Leong, supra note（5）, at 208-211, 奥野・前掲注（5）論文 112
頁以下。
23）　資産回復庁は、2013 年犯罪及び裁判所法（Crime and Courts Act 2013）により、
重大組織犯罪庁と統合され、国家犯罪庁（National Crime Agency）へと改められて
いる。






















　これが 1 つの契機となり、イギリスでは 2017 年に、新たに犯罪財政法
（Criminal Finance Act 2017）が制定された25）。これは、租税犯罪に対する対策























26）　なお、2017 年犯罪財政法は、全体で 4 部構成となっている。同法の主要部分は、
「脱税促進行為を防止しない」（failure to prevent facilitation of tax evasion）という新
たな企業犯罪を規定した第 3 部である。第 2 部では、2002 年犯罪収益法、2000 年
テロ対策法および 2001 年反テロリズム、犯罪及び安全保障法に基づき、捜査官に付
与されるマネーロンダリングや資産回復に関する権限を拡大する規定が設けられて
いる。第 4 部は雑則である。第 1 部も含め、これらはすべて、2002 年犯罪収益法に
枠組みに修正を加えるものとなっている。H. D. LODGE, CRIMINAL FINANCES ACT 2017, at 
4-5 （2017）.
27）　EXPLANATORY NOTES CRIMINAL FINANCES ACT 2017, at 5 （2017）.













　不明財産命令は、立法形式としては、2017 年犯罪財政法 1 条に基づき、
2002 年犯罪収益法に対して関連規定を、362A 条ないし 362I 条として追加す
るという形で行われている。条文は非常に詳細であるため、ここでは、その一
部のみを引用する。
　　2002 年犯罪収益法 362A 条　不明財産命令







28）　LODGE, supra note （26）, at 44.


























30）　LODGE, supra note （26）, at 45.
31）　イギリス議会庶民院草案の段階では 10 万ポンドが最低価額であったが、貴族院
での審議で 5 万ポンドへと引き下げられた。
32）　LODGE, supra note （26）, at 46.



















　また、「被告の適法に取得された収入の確認可能な出所」（known sources of 





（2002 年犯罪収益法 362B 条⑹項⒞および⒟）とする規定はあるものの、多く
33）　これは、驚くほど低い証明基準であるとする評価もある。LODGE, supra note （26）, 
at 46.













犯罪」の意義については、同法 362B 条⑼項が、2007 年重大犯罪法（Serious 
Crime Act 2007）の掲げる重大犯罪37）、および一部は 2010 年企業租税法（Cor-

































































39）　なお、オーストラリアでも 2010 年からこのような制度が導入されている。C. 
Croke, Civil Forfeiture: Forfeiting Civil Liberties? A Critical Analysis of the 
Crimes Legislation Amendment (Serious and Organised Crime)Act 2010 (Cth), 
Current Issues in Criminal Justice, Vol. 22 No. 1, at 149 (2010).
40）　詳細については、LODGE, supra note（26）を参照。
41）　LODGE, supra note（26）, at 45.




　イギリス BBC の報道によれば、不明財産命令の最初の適用例は、2018 年に、
















受刑中の夫は、1993 年から 2015 年までアゼルバイジャンの国家公務員であり、
イギリスの捜査員が追跡した財産を蓄える手立てはなかったはずであると指摘
しているという42）。
42）　D. Casciani, Woman who spent £16m in Harrods revealed, BBC News on 10 Oc-
tober 2018 <https://www.bbc.com/news/uk-45812210>（邦語版として、「英高級百貨












類型を規定している。現在の規定は、2009 年 2 月に第 11 期全国人民代表大会










































とする。张明楷：《刑法学》（上）（第五版），法律出版社 2016 年版，第 257 页；何
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することができないことが多い一方で、当該公務員自身がその出所を説明する
こともなかった。
　そこで、第 6 期全国人民代表大会（1983 年 6 月～1988 年 3 月）常務委員会
第 24 回会議で採択された「汚職横領、賄賂の罪の防止に関する補充規定」
























（1）北京市第一中級人民法院 2009 年 11 月 24 日判決の事案
　まず、北京市第一中級人民法院が 2009 年 11 月 24 日に判決を下した、①何
洪達の事案を取り上げよう。
　被告人の何洪達は、ハルビン鉄道局副局長や中国共産党の幹部職等を歴任し









人の個人財産 30 万元の没収とし、巨額財産来源不明罪については懲役 5 年と











54）　最高人民检察公报 2010.1，第 26 页。
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（2）山東省高級人民法院 2010 年 10 月 12 日判決の事案
　続いて、山東省高級人民法院が 2010 年 10 月 12 日に第 1 審を是認する判決
を下した、②王華元の事案をみてみよう。
　被告人の王華元は、中国共産党広東省の幹部（国家公務員）であったが、
2006 年 8 月以降、複数回にわたり、職務の便宜を利用して、他人の利益を図
るため、複数回にわたり合計 771.7 万元の賄賂を収受したという収賄罪で
2009 年 8 月に逮捕された。その後の調査で、被告人の世帯財産は 3123 万元あ










た。被告人は上訴せず、検察も抗訴しなかった。そして、2010 年 10 月 12 日
に、事件の送致を受けた55）山東省高級人民法院も、この判決を是認した56）。
（3）河南省高級人民法院 2014 年 4 月 4 日判決の事案





56）　最高人民检察公报 2011.3，第 28 页。
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　被告人の周鎮宏は、中国共産党広東省の幹部（国家公務員）であったが、
2013 年 2 月に収賄罪で逮捕された。被告人は、全部で 173 回にわたり違法な
賄賂を収受し、合計金額は 2464 万 803.6 元であったとされた。他方で、被告
人の世帯資産と支出総額は、1 億 3545 万 3353.83 元であったが、出所の説明
が可能であった財産は 9845 万 470.87 元、出所を説明できない財産が 3700 万
2882.96 元であった。この事実が明らかになった後、被告人は、検察が認知し
ていない大部分の収賄の事実を自白したが、収受した賄賂の全額を追徴された。








ら、同年 2 月 28 日、同人民法院は、収賄について、死刑・執行猶予 2 年、公
民権の永久剥奪、被告人の個人財産全額の没収とされた。巨額財産来源不明罪







57）　最高人民检察公报 2014.4，第 26 页。
























59）　张明楷：《刑法学》（下）（第五版），法律出版社 2016 年版，第 1196 页。
60）　実務家には所持犯説をとる論者もいるが、しかし、学説では少数説である。陈洪
兵 ：《论巨额财产来源不明罪的实行行为》，《刑事法评论：不法评价的二元论》，北京


















61）　李冠煜：《论巨额财产来源不明罪的证明责任》，《湖北大学学报》2010 年 7 月 37
卷第 4 期，第 84 页；その他に、挙証責任転換説に立つ見解として、洪春稻：《对巨
额财产来源不明罪举证责任分配问题的反思与重构》，《法制与社会》2010 年 1 月，第
144 页 ；苏树贵，韦巍 ：《巨额财产来源不明罪的举证责任研究》，《广西大学学报》




版），法律出版社 2016 年版，第 1197-1198 页。その他の見解として、高巍：《查处巨
额财产来源不明案件相关问题思考》，《青海检察》2010 年第二期，第 31 页など。


















という（中国刑法 385 条、386 条、383 条）、中国に固有の文脈の中で理解さ
れるものである。
　これを、先にみた③周鎮宏の案例を例にとって説明しよう。この事案では、




認定され死刑（執行猶予 2 年）に処せられたのは、2464 万元であるのに対し、

















































《法制与社会》2011 年 02 期（下），第 121 页。































70）　蘇・前掲注（43）論文 178 頁および 181 頁。



















































72）　「国境を越える」という問題については、先に引用した中国刑法 395 条 2 項の国
外預金隠匿罪による対応が念頭に置かれている。前掲 147 頁。
























































都法 60 巻 1 号（2019 年 7 月） 163
の転換ではないとする解釈論を展開することで、利益原則との理論的抵触を極
力軽減しようとする試みもなされている。さらには、真正不作為犯としての実
質を、現実論としても担保するために、公務員資産申告制度の整備やそれとの
併用を主張する見解も、処罰範囲の合理性や明確性を担保し、不当な処罰を回
避するための、制度的な工夫を探究するものであるといえる75）。
むすびに代えて
　本稿は、「挙証責任の転換」を伴った財産没収等の犯罪収益対応の法的制度
を、日本にもただちに導入すべきであるとの主張をするものではない。日本の
現在の犯罪収益対応の状況は、現時点では、本稿で検討した制度の導入を検討
すべき必要性がある程度にまで至っていると評されるものでは必ずしもないで
あろう。
　ただし、従来、近代以降の刑事司法の大原則として確立してきた諸制度につ
いても、現代の社会構造の変化や刑事政策的な要請との相関のなかで、常にそ
の本来果たしてきた意義を再検討し、それが適切に実現できているのか、実現
できていない場合の対応のあり方について不断の検討が必要となるであろう。
本稿では、「疑わしきは被告人の利益に」という大原則と現実の刑事政策目的
の実現の必要性および困難性との相関において、そういった検討の必要性の具
現化した例の 1 つとして、出所不明財産の扱いに関するイギリスおよび中国の
近時の動向を取り上げ、その有する法的意義や法的対応の具体的あり方につい
て、若干の検討を試みたものである。
75）　また、これもすでに述べたように、収賄罪の補充規定としての機能、さらに、収
賄罪としての立件を検察が断念し、より軽い処罰規定である巨額財産来源不明罪で
処罰することにより、被告人が「救済される」という側面も有していることに注意
しなければならない。前掲 156 頁。こういった社会的背景を適切に把握しなければ、
同罪の法的意義や機能を適切に理解することはできない。
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